
西宮市生活困窮者自立支援事業実施要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に基づく

生活困窮者自立支援制度の円滑な施行を図り、生活困窮者に対して困窮状態からの

早期脱却を図るため、本人の置かれた状況に応じた就労その他の自立に関する相談

支援を包括的かつ継続的に行うことを目的とし、西宮市が実施する生活困窮者自立

支援事業（以下「本事業」という。）について必要な事項を定める。 
（実施主体） 
第２条 本事業の実施主体は、西宮市（以下「市」という。）とする。市は自ら事業を

実施するほか、市が直接行うこととされている事務を除き、事業の全部又は一部を

適正な運営が確保できるものと認められる団体への委託により実施することがで

きる。 
（事業内容） 
第３条 本事業の内容は、次のとおりとする。 

（１）自立相談支援事業 
   ①生活困窮者の相談に応じ、相談者が抱える課題を把握するとともに、その置

かれている状況や本人の意思を十分に確認することを通じて個々人の状況に

あった支援計画の作成等を行う。また、必要な支援を総合調整し、その効果を

評価・確認しながら相談者の自立までを包括的・継続的に支える。 

   ②複合的な課題を抱える生活困窮者を早期に把握し、地域での見守り体制構築

や関係機関のネットワークづくり、社会資源の開発を行う。 

（２）住居確保給付金の支給 

   離職等又はやむを得ない休業等により経済的に困窮し、住居を失った人、ま

たは失うおそれがある人を対象に、就職活動を支えるために家賃相当額を有期

で支給する。（支給額は別に定める。） 

（３）就労準備支援事業 

  ①就労意欲の喚起のため、生活習慣の確立、社会参加能力の形成、事業所での

就労体験など一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成を、計画的かつ

一貫して支援する。 
  ②上記①における支援を実施しても一般就労に就くことが困難な者に対し、支

援付きの就労の機会を提供する就労訓練事業を行う事業者の育成支援を行う。 
（４）学習支援事業 

    貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯の子どもを対象に学習支援を実施



し、学力の向上、高校進学等を支援する。 
（５）家計改善支援事業 

     家計収支の均衡がとれていないなど、家計に課題を抱える生活困窮者からの

相談に応じ、相談者とともに家計の状況を明らかにして家計の改善の意欲を引

き出した上で、家計の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等を行う

ことにより、相談者自身の家計を管理する力を高め、早期に生活が再生される

ことを目的とした支援を行う。 

（対象者） 
第４条 本事業の対象者は、生活困窮者自立支援法第３条第１項に規定される生活困 

窮者であって、市内に在住する者とする。 
（職員の配置） 
第５条 本事業の実施にあたっては、自立相談支援を実施する窓口を開設し、主任相

談支援員、相談支援員、就労支援員及び家計改善支援員（以下「主任相談支援員等」

という。）を配置する。主任相談支援員は、一定の実務経験を有する者とする。ま

た、主任相談支援員等は、原則として厚生労働省が実施する養成研修を受講し、修

了証を受けた者とする。（ただし、当分の間は、この限りではない。） 
（実施方法） 
第６条 本事業の実施においては、別途設置するプロポーザル選定委員会等において

定めた要件を満たし、生活困窮者自立支援制度の趣旨を理解し、適切な実施が期待

できると認められる法人格を有する民間団体（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）に、

事業の全部（ただし、支援決定等市が直接行うこととされている事務を除く。）を委

託して実施する。 
（費用の負担） 
第７条 本事業による支援を受けるための費用は、無料とする。ただし、窓口や関係

機関までの交通費（駐輪場代等を含む。）、各種手続に必要な証明書代、写真代等の  
 実費その他本事業の対象者が負担すべきことが適当と思われる費用は、当該者の負

担とする。 
（実施上の留意事項） 
第８条 本事業の実施においては、委託事業者と個人情報の個人情報の適切な管理に 
十分に配慮した上で、関係者間での個人情報の共有に努め、業務上知り得た情報を

漏洩することのないように努める。 
  支援開始にあたり、関係機関の間で情報共有を行うことについて支援対象者から 
 同意を得て実施するものとする。 
（補足） 



第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
 
 

附 則 
この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、令和４年２月３日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 
 

附 則 
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 


